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令和７年度京都市食品衛生監視指導計画（案）に関する 

市民意見募集の結果について 

 

 「令和７年度京都市食品衛生監視指導計画」（案）に関する市民意見募集を、下記のと

おり実施し、皆様から多数御意見をお寄せいただきました。いただいた御意見に対する

本市の考え方を取りまとめましたので、公表します。 

 貴重な御意見をお寄せいただいた皆様に御礼申し上げます。 

 

１ 意見募集期間 

  令和７年１月２１日(火)から２月２１日(金)まで 
 

２ 市民意見募集リーフレットの配布及び閲覧場所 

  医療衛生センター、市役所案内所、情報公開コーナー、区役所・支所等での配布のほ

か、京都市ホームページ上に掲載 
 

３ 意見提出方法 

郵送、ＦＡＸ、電子メール、京都市ホームページの意見募集フォームなど 
 
４ 意見提出者の属性等 
  １８名の方と２団体から４０件の意見が得られた。 
  なお、上記１８名の方の構成比と意見の内訳については次のとおり。 

 
 ⑴ 年齢別件数 

20歳未満 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 不明 合計 

3 1 0 3 3 1 2 5 18 
 
 ⑵ 居住地等区分別件数 

京都市在住 京都市内に通勤・通学 その他 不明 合計 
7 6 2 3 18 

 
  
 ⑶ 職業別件数 

会社員 公務員 自営業 フリーター 主婦・主夫 学生 無職 その他 不明 合計 

1 1 1 0 1 4 1 3 6 18 

 
⑶ 項目別（意見数） 

項  目 意見数 

１ 計画全体について 8 

２ 計画の内容について  

 (1) 一斉監視の実施 7 

(2)食品等の試験検査の実施 6 
(3)リスクコミュニケーションの推進 7 
(4)その他  7 

３ その他御意見 5 

合  計 40 
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５ 主な御意見と本市の考え方 
  計画全般について              

意見の要旨 京都市の考え方 

 堅実に必要な範囲が網羅されていると思

う。 

本市食品衛生行政について、御理解いただ

きありがとうございます。 

 引続き、作成した計画に基づき、各取組を

着実に実施し、食の安全安心の確保に努めて

まいります。 

  

 年間を通してこのように計画的に監視をさ

れていることを初めて知りました。 

 一斉監視などとても良いと思いました。食

中毒など実際かかってしんどい思いをしたの

でこのような政策があることで安心できると

思う。 

 京都の食の安全を守るために食品の特性や

施設の形態等に合わせて監視期間を変えるこ

とでそれぞれに合った監視がなされ、食の安

全につながると感じた。 

 少ない人数で、よくこのタイトなスケジュ

ールをこなされているな、と毎年思っていま

す。ボランティアを募集されたら、どうでし

ょうか。少なくとも、私は応募があればやり

たいです。 

本市食品衛生行政について、御理解いただ

きありがとうございます。 

 施設への監視指導や食品の収去（※）等は、食

品衛生法の規定により食品衛生監視員として

任命された自治体職員が行える業務です。 

市民の皆様には、家庭内の食中毒発生防止等

の観点、食品衛生に関する知識や理解を深め

ていただくためにも、本市の施策や食品衛生

の取組に関心をもっていただきますようお願

いいたします。 

(※)検査のため、食品関係施設から必要な食品等を採取

すること 

 「食品衛生監視指導計画」は行政が策定さ

れるものですから、「監視」や「指導」という

言葉が出てくるのはよくわかりますが、これ

に対する意見を「市民」や「事業者」に求め

られるとやはり違和感を感じます。一例です

が、「市民みんなで食中毒を防ぐための計画」

というような感じの名称にできないものでし

ょうか？ 

 食品衛生監視指導計画は、食品衛生法の規

定により国が定める指針に基づき、地域の実

情等を踏まえて自治体が策定するものです。

また、同法の規定により計画を策定する際に

は、広く国民の意見を求めることとされてい

ます。 

 本市では計画策定の段階から趣旨や概要を

できるだけ分かりやすく公表し、市民の皆様

から広く意見を求め、当該意見を踏まえた計

画としてまいります。 

 
 医療衛生センターの担当者に個別具体の相

談をするために訪問しよう予約を取ろうとし

ても、職員の数が足りておらず、いつもかな

り先の日程になってしまう。 

担当者の方の数が圧倒的に足りていないよう

に感じるのに、年々減っていっていると聞く

のはなぜか？ 

職員の方の数が少ないのに、「スケールメリッ

トを活かして」と書かれていても、活かすべ

きスケールがないのでは？ 

 御意見として伺います。 



- 3 - 

 過去１年間（令和６年度）の統括した事案

がわからない。公表されているならばツール

をお教えください。 

過去の京都市食品衛生監視指導計画の実施

結果については、本市ホームページで掲載して

います。また、令和６年度の実施結果につきま

しては、取りまとめ次第、同ホームページにて

公表する予定です。 

 

〇京都市食品衛生監視指導計

画について

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/pa

ge/0000078616.html 

 

  計画の内容について 

意見の要旨 京都市の考え方 

① 一斉監視の実施 

 実施時期に関してはよく考えられている

なと思っています。 
本市食品衛生行政について、御理解いただ

きありがとうございます。 

 引続き、作成した計画に基づき、監視指導

を着実に実施し、食の安全安心の確保に努め

てまいります。 
  

今年度で HACCPに沿った衛生管理の実施

が原則義務化されてから 3年が経過した

が、導入の進まない事業者が一定存在する

ことを踏まえ、重点的に助言・指導すると

いうことは、計画を適切に評価できている

と考える。 
 一斉監視などはとても良いと思う。 

 体制整備をして、取り組んでほしい。 
全体として一斉監視として大規模調理施

設重点監視の期間を作るのは必要だと思う

ため、1年に 1回ではなく、1年に 2回実施

しているのはとてもいいことだと思いまし

た。 

年間を通じて施設の監視を行う中、特に

細菌性の食中毒が多発する夏期及び食品の

流通量が増加する年末については、厚生労

働省及び消費者庁が示す方針を踏まえ、重

点的に監視指導されることに賛成します。

ただ、気候変動の影響で、高温の期間が長

くなっており、実態に応じて臨機応変に対

応されることも希望します。 

また、一度に大量に調理がなされる大規

模調理施設については、食中毒が発生した

場合に被害が大規模化するリスクが高い施

設であるため、重点的な監視指導を実施さ

れることに賛成します。 

路上での弁当販売や祇園祭等の露店販売

において、年々夏の高温によるリスクが高

まっていると感じています。引き続き、監

視指導の強化を求めます。 

 

 

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000078616.html
https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/page/0000078616.html
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② 食品等の試験検査の実施 
 しっかり検査して、安心出来る飲み屋街

にしてください。 

収去検査については、食品ごとの健康被害の

リスクや放射能やアレルギー物質等のような

消費者の関心度の高い項目、さらに過去の違反

発生状況等を勘案し、検体数や検査項目の計画

を立てています。また、その検査結果から食品

等事業者に対して科学的根拠をもった指導に

役立てています。 

引き続き、収去検査が意義あるものとなるよ

う、収去品の適切な選定や検査項目の設定に努

めてまいります。 

 

 検体の数などはもっと増やすことなどは

できないのでしょうか。営業に影響があっ

たりするなどしたら不可能だとは思います

が。 

 当社市内各店で、メーカー側が検査した

であろう食品を毎年抜き取りされて、似た

ような検査項目ばかりで、有意義とは思え

ない。 

 抜取り検査は、費用対効果を考慮して減

らしてもよいと考える。 

 ミネラルウォーターについて PFASの基準

値が設定される方針と新聞で見ました。今

後、抜き取り検査で PFASの検査を検討して

ほしいです。 

ミネラルウォーターに含まれる有機フッ素

化合物（PFAS）については、現在、基準値の設

定に向けて国で検討を行っているところです。

今後の動向を注視してまいります。 

 食品の収去検査については、一般に監視

員が店頭に販売されてる食品を収去し、検

査結果が出る流れだと想像する。これで

は、違反があった場合、既に消費者に広く

行き渡っている状態であることから、消費

された後に自主回収等の措置が取られるこ

とがほとんどである。店頭に並ぶ前に収去

するシステムを構築し、可能な限り消費者

の口に入る前に検査結果が判明し、健康被

害を防止するような意味あるものにしても

らいたい。 

一般の販売店等から食品を収去するほか、食

品の製造所や中央卸売市場において一般に流

通する前の段階の食品についても収去検査を

行っており、水際での違反の発見にも努めてい

ます。 

また、検査で違反が発見された場合には、で

きる限り速やかに流通状況を調査し、回収を命

令するなど被害拡大防止に努めてまいります。 

③ リスクコミュニケーションの推進 

 広く多くの人に食中毒のことを知っても

らうために、リスクコミュニケーションの

実施はとても大切だと思った。 

作成した計画に基づき、各取組を着実に実

施し、市民の皆様、事業者の皆様とのリスク

コミュニケーションの推進に努めてまいりま

す。 

特に若年層の食中毒が散見されており、食中

毒予防の啓発が必要と考えています。 

「大学のまち・学生のまち京都」の特色を踏

まえ、大学と連携したリスクコミュニケーショ

ンの一環として、大学での食中毒予防の講義

や、学園祭で食品を取り扱う学生を対象とした

体験型手洗い講習会等を実施しています。 

 

 

 食中毒の詳しい知識をきちんと思ってい

ない人も多くいると思うため、特に若者の

伝わるようにしていくことが大切だと思っ

た。特にリスクコミュニケーションの点が

とても重要であると思う。 

 小学校や中学校で食の安全やリスクにつ

いての講演会などをしたり、外食の機会が

多く、リスクへの理解度が十分でない大学

生などに向けて各大学と協力してリスクを

呼びかけてはどうかと考えた。 

大学生や 20代社会人への食中毒予防啓発

について、大学や会社と連携し、積極的に

取組んでほしい。 
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京都市には多くの大学や専門学校がある

ため、学生を対象にしたリスクコミュニケ

ーションは、活発にされるべきであり、賛

成します。特にカンピロバクター食中毒や

模擬店開催時の食品取扱の注意点、家庭で

できる食中毒予防などについて授業を活用

したリスクコミュニケーション事業の実施

は、重要であり、推進されることを望みま

す。 

リスクコミュニケーションを効果的に実

施するため、一方的な情報提供だけでな

く、参加者が体験学習することで相互に意

見を発言しあえる「参加型リスクコミュニ

ケーション」に取り組まれることに賛成し

ます。 

 外食が多く、SNSを駆使する若者世代に行

政が SNSで啓発をするのは効率的でいいと

思います。そういう若者世代の気持ちを掴

むために「映え」を意識した投稿をしてい

る事業者や個人もあると思いますが、見た

目に囚われて見えない衛生が疎かにされて

いないか、消費者が賢く見極められるよう

なリスコミに力を入れてほしいです。 

また、食中毒は外食だけではなく家庭で起

こることもあるので、学生だけでなく、家

事を担う世代にもたくさん啓発をしてほし

いと思います。 

 

作成した計画に基づき、対面での講習会等

のほか、ＳＮＳを活用した食品衛生に関する

情報配信にも努めてまいります。 

学生などの若年層、高齢者など対象者に合

わせた効果的な啓発方法を模索し、様々な世

代の方に必要な情報が届くように研究してま

いります。 

④ その他 

  食品衛生監視員の資質向上については、知

識や技術だけではなく、専門知識を持たない

市民が理解しやすいよう言葉の選択や人当

たりなどコミュニケーション力も重視して

ほしい。 

 平素より専門的な言葉の使用は控え、市民

の皆様に分かりやすい言葉で、丁寧に説明等

するよう心掛けており、より一層、努めてま

いります。 

 

 以下の記載は、講習会を受ける立場から

すると、実験台のようで不快である。 

育成された講師を派遣いただきたい。 

「このため、食品衛生監視員及び検査員の育

成と資質向上の一つの手段として、講習会へ

の講師派遣を積極的に行います。」 

 御意見を踏まえ、計画案の記載を修正いたし

ました。 

 令和５年１２月から、市民等からの届け

出方法としてこれまでの電話連絡に加え、新

たに「発生連絡フォーム」を活用したオンラ

イン受付が開始され、職員は届け出内容をい

ち早く把握し、感染症担当とも連携した迅速

な対応が可能となったことについて評価し

ます。ただし消費者にはまだまだそのことが

浸透していません。ホームページやＳＮＳ等

を活用し、広く消費者に周知されることを希

 令和５年１２月から開始した「食中毒等発生

連絡フォーム」については、医師会を通じ医療

機関への周知や広報発表いたしましたが、今

後、ＳＮＳや講習会などあらゆる機会を活用

し、広く周知するよう努めてまいります。 
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望します。  

 原則として全ての食品等事業者は、ＨＡ

ＣＣＰに沿った衛生管理を行うことが義務

付けされました。ＨＡＣＣＰの導入状況に

ついて確認し、導入が進まない食品等事業

者に対して、食品衛生監視員が衛生管理の

現場である施設に出向き、施設に応じた計

画の助言を行いながら作成し、その場で確

認を見届けるなど、確実な導入に向けた助

言・指導を行うことに賛成します。  

 また、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の推

進について、令和６年度より新たに運用を

開始した京都市ＨＡＣＣＰ食の安全宣言届

出制度について、周知・活用されることを

望みます。事業者と消費者にとってメリッ

トのある制度になるよう、より一層の充実

を求めます。 

作成した計画に基づき、食品等事業者に対し

て監視指導を実施することにより、HACCP に沿

った衛生管理の実効性が高まるよう努めてま

いります。 

また、本市では、事業者によるＨＡＣＣＰに

沿った衛生管理の取組を見える化し、食の安全

安心の更なる向上を図るため、令和６年度から

「京都市ＨＡＣＣＰ食の安全宣言届出制度」の

運用を開始しております。御意見を参考に、事

業者はもとより市民の皆様、観光客の皆様にも

認知していただけるよう、情報発信の方法を検

討し、より一層、本制度の周知強化に努めてま

いります。 

HACCPが義務化されて 5年末が経過し、見

直しの時期にきていますが、すべての飲食

店で導入されているかの確認はすべて終わ

られましたか？ 

普段の業務がありながらも、変化に対応

しなければいけないので、大変だと思いま

す。 

食育推進員のように、登録制のボランティ

アなどあれば良いな、と思います。 
 京都市で 2024年 4月から運用を開始した

「京都市 HACCP食の安全宣言届出制度」に

ついて、事業者の意識を高めると同時に消

費者にとっても食の安心につながる良い制

度だと思います。事業者への周知を行うと

ともに消費者への啓発にも積極的にとりく

むことを求めます。  

また、「京都市 HACCP食の安全宣言届出制

度」を観光客等に対して内容が理解できる

ように二次元コードなどを活用し多言語で

紹介することを提案します。 
 令和６年３月、紅麹を原料とする機能性

表示食品を原因とする食中毒が発生し、大

きな不安が広がりました。いわゆる「健康

食品」製造施設への衛生管理状況の確認を

計画（案）に盛り込んでいただくよう、要

望します。 

 御意見を踏まえ、計画案の記載を修正いたし

ました。 

 

 
 その他御意見  

意見の要旨 京都市の考え方 

 食中毒の範囲（いわゆる定義若しくは根拠

規定）を述べた上で、次の事案の該当性の可

否についてお教えください。 

食中毒とは、食品や添加物、器具、容器包装

に含まれた又は付着した病原微生物や有害物

質を摂取することによって起きる健康被害の
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（１）「Ｈ５Ｎ１型」抗体がある「ロングラ

ンタイプの」牛乳 

 

ことを言います。 

今般、米国において病牛由来の生乳から高病

原性鳥インフルエンザウイルス（Ｈ５Ｎ１）が

検出された旨の報道がなされていましたが、米

国食品医薬品局（ＦＤＡ）による評価では、定

められた殺菌条件でウイルスは不活化される

ため、流通する乳および乳製品は安全であると

の見解を示しています。 

Ｈ５Ｎ１抗体を検出する牛乳があった場合、

その元である乳牛は高病原性鳥インフルエン

ザウイルスに既感染であることが考えられま

すが、抗体の有無がウイルスの有無に直結する

わけではありません。また、国内に流通する牛

乳は定められた方法で加熱殺菌が行われてい

ること、さらに、ロングランタイプの牛乳は一

般的に通常より高い殺菌効果を有する方法で

加熱殺菌がなされていることから、これらの処

理により牛乳中にウイルスが含まれていたと

しても、不活化されますので食中毒のような健

康被害は発生しないと考えられます。 

鶏刺しや牛肉のユッケの販売がいまだに規

制されておらず、京都市は法規制についてど

のように国に働きかけて、国からどのような

回答を受けているのか、市民や事業者に対し

広く知らせるべき。 

安全そうな食品ばかり抜き取り検査して、

カンピロバクターや O157の食中毒がなくなら

ない意味がわからない。 

本市では、鶏肉の生食に係る規格基準の設定

や、販売の際の「加熱用」等の表示の義務付け

について毎年国に要望しており、今後も要望し

続けてまいります。 

毎年、鶏肉を収去しカンピロバクターの検査

を実施しています。その検査結果を参考に科学

的根拠に基づき、飲食店等への監視指導や消費

者への鶏肉の生食に起因する食中毒について

の注意喚起に活用しています。 

作成した計画に基づき、鶏肉の生食等に起因

する食中毒予防対策に努めてまいります。 

 

生食鶏肉を法律で規制することは困難かも

知れませんが、生食鶏肉を提供している飲食

店には、消費者に対して食中毒及び後遺症リ

スクがあることの説明義務を課すことを求め

ます。  

また、生食以外でも鶏肉を扱う飲食店や販

売者には、鶏肉等を食べる際、消費者に対し

て十分加熱するよう注意喚起を行うよう指導

強化を求めます。 

 全国展開している乳児用のお菓子にネズミ

の糞が入っていた事案がありました。その

後、京都市の下請け会社で製造されていたと

ネットで知りました。その会社では、その後

も販売を続けていましたが、衛生面が非常に

気になりました。こう言う場合は、どのよう

な指導が入るのでしょうか？しっかり監視を

して欲しいと思います。 

異物混入等による不良食品の情報を探知し

た場合は、自主回収や回収命令等の健康被害の

拡大防止措置を速やかに講じるほか、施設に立

入調査を行い、原因究明及び再発防止措置を講

じます。 

 

 食品ロス削減の観点から、食べ残しを持ち

帰ることは大切なとりくみと受け止めていま

す。  

令和７年１月２７日付けで消費者庁並びに

厚生労働省から各自治体に対し、当該ガイドラ

インの周知について通知がありました。 

食品ロス削減に関する担当部署と連携し、事



- 8 - 

しかし、食中毒の発生は避けなければなりま

せん。あくまで消費者の自己責任ですが、事

業者が消費者に一定の注意事項の説明等を行

うよう「食べ残し持ち帰りガイドライン」を

消費者庁が定めています。このようなガイド

ラインも活用し、事業者への監視指導の強化

を求めます。 

業者に対して周知を行ってまいります。 

 

 

 


